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施設・事業所における事故等防止対策の徹底について（通知） 

 

 

平素から東京都の障害者福祉施策の推進に御協力いただき、ありがとうございます。 

各施設・事業所におかれましては、日頃から利用者に対する安全の確保や、施設・事業

所の管理体制の徹底等に取り組まれていることと存じます。施設・事業所における事故等

防止対策を行うことにより、利用者の安心な利用や、施設・事業所が安定した運営を行う

ことが可能となり、その結果、それらは利用者に対するサービスの維持・向上につながっ

ていきます。 

しかしながら、残念なことに、利用者に対する事故や、施設・事業所運営に関する事故

は後を絶たない状況にあります。毎年のように、食事中や行事中の誤嚥による死亡事故、

転倒・骨折等により入院等が必要となった事故、服薬介助時の確認不十分による誤薬事故、

利用者が行方不明となる事故、利用者の預り金に係る事故や個人情報の紛失等の事故など

が発生しています。 

そのため、各施設・事業所におかれましては、改めて利用者に対する支援状況の確認、

ヒヤリハット事例の分析と合わせて事故防止マニュアルの作成及び再検討、リスク管理の

徹底、職員研修の実施等を行うことで、事故防止対策を徹底していただくようお願いいた

します。 

 なお、万が一事故等が発生した場合には、直ちに必要な措置を講ずるとともに、下記に

より都に対する報告をお願いいたします。 

 

記 

 

１ 報告対象事故等 

① 死亡事故（誤嚥によるもの等） 

② 入院を要した事故（持病による入院等は除く） 

③ （②以外の）医療機関での治療を要する負傷や疾病を伴う事故 

④ 薬の誤与薬（その後の経過に関わらず、事案が発生した時点で要報告） 

⑤ 無断外出（警察・消防等の他の機関が関わったもの） 

⑥ 感染症の発生 

⑦ 事件性のあるもの（職員による暴力事件等） 



⑧ 保護者や関係者とのトラブル発生が予想されるもの 

⑨ 施設運営上の事故の発生（不正会計処理、送迎中の交通事故、個人情報の流出等） 

⑩ その他特に報告の必要があると施設が判断したもの 

※ 障害者虐待（疑いを含む）事案については、区市町村（障害児入所施設は少子社会

対策部又は児童相談所）への通報義務があります。 

※ 事業者側の責任や過失の有無は問いません。 

 

２ 報告方法 

報告様式は特に定めませんが、別紙様式例のとおり必要な情報を盛り込み、速やかに

メール等で報告してください。また、緊急の場合は、取り急ぎ、電話連絡をお願いしま

す。 

事故等に応じて、東京都への報告に加え、保護者・区市町村（原則として実施機関）・

関係機関（警察・消防・保健所等）への連絡も行ってください。 

※ 事故の状況等によっては、現地確認を実施する場合があります。 

※ メールを送付する際は、メール件名及びファイル名を「【事故報告】施設・事業所    

名（サービス種別＊）」としてください。＊多機能型事業所等の場合は事故に係るサービス

種別を記載  

（例）【事故報告】○○福祉園（生活介護） 

 

３ 自然災害発生の際の東京都への報告 

  近年、台風や地震などの大規模な自然災害が多く発生しております。日頃から、災害

等への備えを進め、利用者の安全を確保する体制を整えていただきますようお願いいた

します。また、実際に災害等により、施設・事業所が被害を受けた場合には、事故同様、

利用者、職員の皆様の安全確保や施設の運営継続等の対応を優先していただいた上で、

速やかに被害状況について東京都まで御連絡くださいますようお願いいたします。 

 

４ 感染症や災害への対応力強化について  

  令和３年度報酬改定に伴う運営基準の改正により、感染症や災害への対応力強化の取

組が義務付けられています。①感染症対策の強化【全サービス】（委員会の開催＊１、指

針の整備、研修の実施＊２、訓練（シミュレーション）の実施＊３）、②業務継続に向け

た取組の強化【全サービス】（業務継続画等の策定、研修の実施、訓練（シミュレーシ

ョン）の実施等）、③地域と連携した災害対応の強化【施設系、通所系、居住系】（訓練

の実施にあたって地域住民の参加が得られるよう連携に努める。） 

 ①、②については、３年間の経過措置が設けられていますが、経過措置期間中の確実

な実施をお願いします。業務継続計画については、国からガイドラインやひな形も示さ

れていますので御活用ください。 

＊1 委員会の開催：訪問系は概ね６月に１回以上、施設系・通所系・居住系は概ね３月に１回以上 

＊2,3 研修、訓練の実施：訪問系は年１回以上、施設系・通所系・居住系は年２回以上 

 

《参考》業務継続計画に係る国のマニュアル等 

○ 感染対策マニュアル・業務継続ガイドライン等 



  https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15758.html 

○ 障害福祉サービス事業所等における自然災害発生時の業務継続ガイドライン等 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_17517.html 

 

５ その他 

  近年発生している主な重大事故事例について別紙のとおりまとめました。各施設・事

業所での同様の事故の発生を防止するための参考としてください。 

 

６ 報告先 

【障害者支援施設・生活介護・自立訓練】 

 施設サービス支援課 障害者支援施設担当   

電話 03-5320-4156  メールアドレス S0410819@section.metro.tokyo.jp 

FAX 03-5388-1407  

【就労移行支援・就労継続支援A型、B型・就労定着支援】 

 地域生活支援課 就労支援担当    

電話 03-5320-4158  メールアドレス S0410818@section.metro.tokyo.jp 

FAX 03-5388-1408 

【共同生活援助（GH）・短期入所】 

 地域生活支援課 居住支援担当      

電話 03-5320-4151  メールアドレス S0410818@section.metro.tokyo.jp 

FAX 03-5388-1408 

【居宅介護・行動援護・重度訪問介護・同行援護・自立生活援助・地域移行支援・地

域定着支援】 

 地域生活支援課 在宅支援担当  

電話 03-5320-4325  メールアドレス S0410818@section.metro.tokyo.jp 

FAX 03-5388-1408 

【障害児入所施設・児童発達支援・放課後等デイサービス・居宅訪問型児童発達支援・

保育所等訪問支援】 

 施設サービス支援課 児童福祉施設担当    

電話 03-5320-4374  メールアドレス S0410819@section.metro.tokyo.jp 

FAX 03-5388-1407 

  【重症心身障害児（者）通所事業】 

施設サービス支援課 療育担当 

電話 03-5320-4376  メールアドレス S0410819@section.metro.tokyo.jp 

FAX 03-5388-1407 

 


